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訪日アジア観光客の旅行先選択行動 

－中国（本土）・台湾・香港からの観光客に対する考察を中心に－ 

戴二彪（アジア成長研究所） 

 

要旨 

本研究の課題は，政府統計データと AGI アンケート調査データに基づいて，中国（本

土）・台湾・香港からの中国系観光客を主な対象とし，訪日アジア観光客の旅行先選択行動

の特徴，異同と影響要因を解明することである。主な分析結果は次のようになる。 

（１）日本政府の「観光立国」戦略の実施によって，訪日外国人観光客が増加しつつある。

外国人客の国・地域別構成では，アジア客の割合は 1990 年代の 6 割台から近年の 8 割台に

上昇している。そのうち，中国，韓国，台湾，香港が上位 4 国・地域となっている。 

（２）三大都市圏や北海道など一部地域のインバウンド観光産業が好調を続けている。他

方，九州地域は，最大の観光市場となっている東アジアに近いものの，宿泊ベースの統計

では，2015年の訪日外国人客全体に占める九州訪問客の割合は 1割未満にとどまっている。 

（３）観光庁の宿泊統計データと修正重力モデルに基づく分析によると，中国・台湾・香

港からの観光客の旅行先分布は，①旅行先（都道府県）の魅力的な地域特性（経済発展水

準・商業繁華度，魅力のある自然景観），②観光客出発地と旅行先の間の連結要因（国際交

通の利便性，時間距離），などの要因に強く影響されている。 

（４）中国・台湾・香港からの訪日客を対象とするアンケート調査の個票データに基づく

分析によると，中国系旅行者の九州訪問の回数において，訪日回数が多いほど，九州訪問

の確率と回数も増える。ただし，個人の所得水準は九州訪問の回数にマイナスの影響を与

えている。また，九州を初の訪日旅行地とした選択行動においても，所得水準の低い旅行

者がより九州を選好している。なお，ほかの九州地域内の空港と比べ，福岡空港は，所得

水準の高い旅行者に選好されている。 

以上の分析結果を踏まえて考えると, 九州のインバウンド観光を推進するためには，①

大都市圏を訪問するアジア客への PR 強化などを通じて地域の知名度を上げること，②中

国系客の根強いお土産文化に対応し，買い物しやすい環境を整備すること，③地域特性を

活かして，特色のある体験型観光を積極的に開拓すること，④より便利な交通ネットワー

クの整備とともに，旅行体験の交流を重視する旅行者の急増に対応し域内 WiFi 環境を改

善すること，などの対策が重要である。 



 
 
 

2

1． はじめに 

 

近年の日本において，経済成長の低迷と産業構造転換への模索が続く中，インバウンド

観光産業の成長は大きく期待されている。日本政府は，2003年から「ビジット・ジャパン

事業」を本格的に始め，2006年12月に「観光立国推進基本法」を成立させた。地域経済の

活性化，雇用機会の創出，国際相互理解の増進等に資する「観光立国」戦略は，日本の21

世紀の国づくりの柱として位置付けられている。それを推進するために，外国人観光客に

対する入国ビザ発給条件の緩和をはじめ様々な方策が実施されている。 

政府の「観光立国」戦略の本格的推進に伴い，各地方自治体も，外国人観光客の誘致を

地域振興策・地域創生策の柱の 1 つとして重視しつつある。特に，14 億の人口を有する新

興経済大国中国をはじめ，急速な経済成長と所得上昇を続けてきたアジア諸国の観光市場

としてのポテンシャルが注目を集めている。九州では，2010 年 9 月に，九州各県や経済界

でつくる「九州観光推進機構」が「九州アジア観光アイランド総合特区」構想を打ち出し，

2013 年にこの「特区」が国（日本政府）に認定された。特区制度は日本政府が経済成長戦

略として力を入れている制度革新で，九州がアジア観光特区として認定されることによっ

て，規制緩和や九州とアジアの連携の促進によって，アジアの成長活力をより緊密な形で

九州に取り入れることが期待できる。 

こうした中央政府・地方自治体・民間関連企業の連携によって，最近の 10 数年間に，訪

日外国人観光客は着実に増加しつつある。特に，2012 年以降，アベノミクスの「3 本の矢」

の一つである「大胆な金融緩和」政策の実施に伴う急速な円安の効果もあって，訪日外国

人客が急増するようになっている。しかし，三大都市圏や北海道など一部の地域と比べ，，

九州を含む多くの地方圏自治体では，アジア客をはじめ，外国人観光客が増えつつあると

はいえ，期待されたほどの伸びとその経済効果はまだ十分に現れていない。三大都市圏や

北海道と比べ，九州は，日本の最大の観光市場となっている東アジアにより近いにもかか

わらず，宿泊ベースの統計では訪日外国人客全体に占める九州訪問客の割合はまだ 1 割未

満になっており，特に訪日中国人客全体に占める訪九中国人客の割合はまだ 4％弱にとど

まっている（観光庁，2016）。 

本稿は，中国（本土）・台湾・香港からの中国系観光客に対する考察を中心に，日本を

訪問するアジア観光客の推移とその旅行先の都道府県別分布の特徴と影響要因を考察し，

効果的な九州インバウンド観光促進策を探るものである。全文は７章から構成される。次
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の第 2 章では，旅行先選択行動に関する先行研究をレビューする。第 3 章では，本研究の

所用データを説明する。第 4 章では，アジア客をはじめとする訪日外国人客の推移，国別

構成と中国人客の急増背景を考察する。第 5 章では，観光庁の「宿泊旅行統計調査」に基

づいて訪日中国系客の旅行先分布の特徴を明らかにした上，旅行先の地域属性よる影響を

検証する。第 6 章では，AGI アンケート調査で得られた個票データ（ミクロデータ）に基

づいて，訪日中国系客の旅行先選択行動に対する旅行者の個人属性による影響を分析する。

最後の第７章では，本研究の主な分析結果を要約するとともに，これらの分析結果を踏ま

えて，九州のインバウンド観光促進策を提言する。 

 

２． 先行研究のレビュー 

2.1 旅行先選択行動について 

国内旅行や国際旅行において，観光客の旅行先は常に一部の地域・都市に集中している

が，徐々に変化することも観察されている。こうした観光客の旅行先分布（空間構造）の

特徴と変化は，主に観光客による旅行先選択（Destination choice）の結果であり，多くの観

光関連産業に大きな影響を与えている。このため，観光客の旅行先選択行動に関する研究

は，従来から観光研究における中心分野の一つとして重視されてきた（Henshall, Roberts, 

and Leighton, 1985; Woodside and Lyonski, 1989; Crompton,1992; Correia, do Valle, and Moço, 

2007; Nicolau and Mas, 2006）。 

観光客の旅行先選択に関する研究は数多く存在しているが，研究のアプローチによって，

①ミクロデータ（観光者を対象とするアンケート調査の個票データ）に基づく研究，②集

計データに基づく研究の 2 種類に大別することができる。 

ミクロデータに基づく研究では，個々の観光者の旅行先選択行動に着目し，旅行先イメ

ージの形成から旅行先選択の決定までの諸段階における関連要因の影響が検証される（Um 

and Crompton, 1990; Keating and Kriz, 2008）。集計データに基づく研究と比べ，観光者の個

人属性（文化背景，価値観，年齢，性別，収入，教育，職業，など）が重視されている。

この種の先行研究においては，旅行先イメージの影響要因に関する研究と旅行先選択の影

響要因に関する研究は別々に行われているケースが多いが（Um and Crompton,1990; Uysal 

and Jurowski, 1993），一部の研究では，観光者の旅行先選択行動を，旅行先イメージの形成

と旅行先選択の決定，という 2 段階から構成される過程と見なし，旅行先イメージの形成

が旅行先選択の決定に大きく影響していると考えている。Keating and Kriz（2008）は，旅
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行先イメージの形成は主に観光者の価値観・旅行動機・個性から発生するプッシュ要因

（Push Factors）と旅行先の観光資源・観光関連施設などで構成されるプル要因（Pull Factors）

に共同で規定されるが，その後の旅行先選択の決定（実施）に当たって，旅行先イメージ

のほか，観光者の所得水準・職業・教育・年齢などの内部調節要因（internal moderators）

と観光者の社会ネットワークや旅行費用など外部調節要因（external moderators）からも影

響を受けている，と主張している。 

こうしたミクロデータに基づく研究の分析枠組みは，観光者の旅行行動に沿って構築さ

れるもので，進歩しつつあるミクロデータの解析手法を用いて集計データにない豊富な情

報を活用すれば，より示唆の多い分析結果を得ることができる。しかし，ミクロデータに

基づく研究を行う際，調査コストの高さが研究の実施を難しくしている。 

一方，集計データに基づく研究では，観光客の旅行先別地域分布（即ち，観光客全体の

平均的な旅行先選択行動）に着目し，旅行者の出発地属性と目的地（旅行先）属性および

両地域間の連結要因（距離，言語・文化・歴史のつながり，政治関係・経済関係など）の

影響が重視される。その代表的な分析モデルは，グラビティ・モデルである。グラビティ・

モデルでは，2 地域間の人流の量を被説明変数に，出発地と目的地の人口規模（または域

内総生産）および地域間距離を説明変数としたものが，基本モデルになる。こうした形の

グラビティ・モデルを用いる実証研究では，観光客の旅行先分布パターンに対して，同モ

デルがかなり高い説明力を有する，としばしば報告されているが（Smith,1996; Khadaroo and 

Seetanah, 2008），被説明変数に対する説明変数の影響の経路が不明確で，分析結果の政策

インプリケーションが明瞭ではないという欠点もよく指摘されている。地域間客流量は，

旅行者の出発地属性と旅行先属性および両地域間の連結要因によって規定される，という

この種のモデルの基本的な考え方は広く受け入れられているが，政策インプリケーション

のあるモデルを構築するためには，観光者の旅行先選択行動に直接的に影響を与える要因

を取り入れる必要があると思われる。 

上述したように，ミクロデータに基づく研究と集計データに基づく研究には，それぞれ

長所と短所がある。本研究では，日本政府観光庁統計データ（集計データ）と AGI アンケ

ート調査データ（ミクロデータ）に基づき，この 2 種類の分析手法を用いて，中国（本土），

台湾・香港からの中国系訪日旅行者の旅行先選択行動を解明したい。 
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2.2 中国系国際観光客の旅行先選択行動について 

中国系国際観光客の旅行先選択行動について，最初の研究対象は主に台湾人観光客であ

り関連研究がそれほど多くないが，近年中国（本土）からの海外旅行者の急増に伴い，中

国（本土）人観光客の旅行先選択行動に関する研究も増えている。様々な分析結果のなか

に，次の 2 つの特徴が多くの先行調査・研究で指摘されている。 

（１）中国人観光客は，知名度の高い都市・地域，特に中国と違うもの（制度・文化・景

色）を有するところを選好する。旅行先の内在的な魅力よりも，知名度や奇異さなど表面

的な要素を重視する傾向がある（Zhou, King & Turner, 1998; Keating and Kriz, 2008）。 

こうした旅行先選好傾向が形成された背景について，多くの議論があったが，①海外有

名地に訪問したことを周囲に自慢したがる虚栄心，②長期間の鎖国への反動，③団体旅行

が主流で 1 か所の訪問先での滞在時間の制限，③短期間で集客しやすい有名地巡りツアー

を重視する旅行社の企画・経営方針，などの要因による影響が大きいと考えられる。 

（2）中国人観光客は，ショッピングを旅行活動の重要な一環として非常に重視しており，

ブランド商品（かばん，化粧品，腕時計など）や実用性の高い電子製品，特色のある記念

品などを買いやすい都市を含む旅行スケジュールを選好する。なお，一部の研究では，シ

ョッピングが中国人観光客の旅行先選択の重要な要因だと強調するとともに，旅行目的や

旅行形態，および旅行者の性別，年齢などによって，ショッピングの重要性や旅行先に関

する選択行動はかなり違うと指摘している（Lehto, Cai, O’Leary and Huan, 2004）。 

周知の通り，中国は「世界の工場」であり，海外旅行者の大半を送り出している沿海都

市における商品の豊富さは先進国並みである。にもかかわらず，なぜ観光客にとって，海

外でのショッピングがこのように重要視されているか。その理由として，①中国は「関係」

（親戚や友人，職場の上司・同僚，学校の先生，病院の医者などとの絆）を重視する人情

社会であり，旅行先で購入した物品を関係者に贈る「お土産文化」の慣習が強いこと，②

先進国製品の品質・安全性とブランド力（特に最先端電子製品，化粧品，洋服・かばん，

医薬製品・食料品など）は国産製品より高く評価されること，③一部の商品について，海

外では中国よりも安く購入できること，④購入した商品を海外旅行の記念品とすること，

などが挙げられている（戴，2011）。 

なお，先行研究では，訪日中国人客の旅行先分布について，次の特徴があると指摘されて

いる（戴 2016；戴 2011；日本政府観光局，2010b）。 

（１）中国人観光客は，大都市や富士山など日本を代表する有名地を選好し，東京圏，大
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阪圏，および富士山の周辺数県（名古屋圏など）が最初から三大人気旅行先となっている。 

中国国内で配布されている現地旅行会社の日本観光パンフレットでは，大阪（関西国際

空港）⇒京都⇒名古屋⇒富士山⇒東京⇒千葉（東京ディズニーランド，成田空港）といっ

た東上のルートか，または逆の西下のルートが「ゴールデンルート（黄金路線）」と呼ばれ

ている。このルートをたどることで，買い物から名勝旧跡の遊覧まで，さまざまな体験が

できるから，訪日中国人観光客は，この人気ルートを選択し同ルートにある都府県を訪問

する傾向が強い。 

（２）大都市圏を中心とする三大人気観光先以外の地域においても，特色のある自然環境

（雪国）の魅力と人気映画の影響で1，北海道の知名度と来訪の中国人観光客数が急上昇し，

第４の人気旅行先として定着しつつある。 

（３）訪日中国人観光客の旅行先分布の全体の構造は，（東京圏と関西圏に顕著に集中して

いる）欧米観光客と比べやや分散的に見えるが，（北海道や九州など地方圏への訪問がかな

り多い）台湾・香港・韓国からの観光客と比べ相対的に集中的である。また，ほかの国（地

域）と比べ，中国人観光客における富士山人気が抜群的に高く，富士山周辺数県での宿泊

数が訪日中国人客全体の宿泊数に占める割合が非常に突出している。  

ただし，中国の経済成長と国民の所得水準の上昇とともに，国民の消費需要と消費行動

（旅行行動を含む）パターンも変化しつつある。先行研究の対象期間から数年経った現在，

訪日中国人観光客の旅行先選択行動にはどのような特徴と変化が見られるか。また，台湾

や香港など，地理条件・経済発展水準・社会文化環境が異なる地域の中国系観光客の旅行

先選択行動と比べ，どのような異同がみられるか。これについては，本稿の第 5 章と第 6

章に詳しく考察・検証する。 

 

３．本研究の所用データ 

  

3.1 政府機関の公表データ（集計データ） 

 訪日アジア客の観光先選択行動の特徴と影響要因を解明するために，全国範囲の調査デ

ータが必要である。外国人観光客を対象とする全国調査の集計データに関しては，日本政

                                                  
1 2008 年に中国で大ヒットした映画「狙った恋の落とし方」（中国語原題「非誠勿擾」）が 
北海道で撮影された。 
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府観光局（JNTO）の「訪日外客訪問地調査」の集計分析報告書が公刊されているほか，

観光庁が 2007 年から実施している「宿泊旅行統計調査」（外国人観光客も調査の対象）の

データも公表されている。この「宿泊旅行統計調査」データは，国別訪日客の日本におけ

る宿泊の都道府県分布を反映する集計データであり，調査概要は次のようになっている

（観光庁，2016）。 

（１）．調査の目的 

日本の宿泊旅行の全国規模の実態等を把握し，観光行政の基礎資料とする。 

（２）．調査の対象 

【平成 22 年第 1 四半期（1 月～3 月）調査まで】 

 平成 16 年度事業所・企業データベース（総務省）を基にした，従業者数 10 人以上のホ

テル，旅館，簡易宿所 

【平成 22 年第 2 四半期（4 月～6 月）調査から】 

 統計法第 27 条に規定する事業所母集団データベース（総務省）を基に，標本理論に基づ

き抽出されたホテル，旅館，簡易宿所，会社・団体の宿泊所など。 

 調査対象施設については，従業者数に応じて以下のとおりとなる。 

  ● 従業者数 10 人以上の事業所 ： 全数調査 

  ● 従業者数 5 人～9 人の事業所 ： 1／3 を無作為に抽出してサンプル調査 

  ● 従業者数 0 人～4 人の事業所 ： 1／9 を無作為に抽出してサンプル調査 

（３）．主な調査事項 

•四半期の各月の延べ・実宿泊者数及び外国人延べ・実宿泊者数 

•四半期の各月の延べ宿泊者数の居住地別内訳（県内，県外の別） 

•四半期の各月の外国人延べ宿泊者数の国籍別内訳等 

（４）．調査の時期 

翌四半期の最初の月の中旬まで 

（５）．調査の方法 

① 調査の種類：自計申告 

② 調査の流れ：観光庁⇔民間等請負業者⇔郵送⇔各報告者 

 

（訪日客に対する聞き取り調査に基づく）日本政府観光局の「訪日外客訪問地調査」（調

査地は 8 つの国際空港と 1 つの海港，標本数は数万人程度）と比べ，観光庁の「宿泊旅行
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統計調査」の調査対象標本数（ホテルなどで宿泊する訪日外国人客全体の数に近い）が遥

かに大きいだけでなく，登録ベースの宿泊統計の信頼性もより高いと考えられる。 

観光庁の「宿泊旅行統計調査」データを用いる分析は，少なくとも国別訪日客の平均的

な旅行行動パターンとその影響要因を把握できる。本稿の第 5 章では，まずこの「宿泊旅

行統計調査」における国別・都道府県別観光客延べ宿泊者数データに基づいて，訪日客の

旅行先別地域分布の特徴と影響要因を検証したい。 

3.2 AGI アンケート調査データ 

訪問目的の多様化と観光市場の細分化に伴い，旅行者の個人属性が反映されるミクロデ

ータに基づく分析も非常に重要である。日本政府観光局（JNTO）が毎年実施している「訪

日外客訪問地調査」（中国人観光客を含む）は，全国範囲のアンケート調査であるが，回

収されたアンケート表に記入されているミクロデータ（個票データ）は，まだ一般研究者

に公開していない。ミクロデータに基づく分析を行うために，AGI 研究部観光研究チー

ムは，2016 年 11 月～2017 年 2 月の間に，独自のアンケート調査を実施した。調査は，中

国本土，香港，台湾からの訪日旅行者を対象に，九州地域内の空港，JR 駅，ホテル，学

会会場などで聞き取りの形で行ったとともに，中国語圏の最大手 SNS である WECHAT

を利用し，記入式のオンラインアンケート調査も行った。有効回答者の基本状況は表１に

示されている。 

表１ AGI アンケート調査（2016 年度）有効回答者（138 名）の基本状況 

 

（出所）著者 
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 上述した AGI アンケート調査（2016 年度）で得られた個票データに基づいて，本稿の

第 6 章では，中国本土，香港，台湾からの訪日客の旅行先選択行動に対する旅行者の個人

属性による影響を分析する。 

 

４．訪日アジア観光客の推移 

 

日本政府観光局（JNTO）は定期的に「訪日外客数」（年間値，月間値）を公表している。

「訪日外客数」とは，国籍に基づく法務省集計の外国人正規入国者数から日本に居住する

外国人の入国者数を除き，これに外国人一時上陸客等を加えた外国人旅行者数を指してい

る。厳密に言うと，発表される訪日外客数は，①観光客，②商用客，③その他，の三部分

から構成されるが，どの部分も外国からの短期訪問者であるという共通点を考えると，そ

の合計値を広義の訪日外国人観光客の数と見なしても妥当である。本節では，この広義の

訪日外客数に関する JNTO の統計に基づいて，訪日外国人観光客の規模と地域別・国別構

成の推移を概観したうえ，特に訪日中国人客の動向と急増背景および訪日外国人客全体に

おける中国人客のプレセンスの変化について詳しく考察する。 

4.1 訪日外国人観光客の規模と地域別・国別構成の推移 

図 1，表 2 と図 2 は，1990 年以降の訪日外国人観光客の規模と地域別・国別構成の推移

を示している。これらの図表からは，次の動向が読み取れる。 

（１）1990 年代後半以降，特に日本政府が「観光立国戦略」を打ち出した 2003 年から，

訪日外国人観光客数が顕著に伸びっている（図１）。2015 年の訪日外国人観光客数は 2000

万人近くまで上昇し，日本は短期間で世界に注目される重要なインバウンド観光大国に躍

進している（付録図 1，付録図 2 を参照）。 

（２）どの地域からの観光客数も増えているが，アジアからの観光客数の伸びは最も目

立っている。過去 20 数年間に訪日外国人客全体に占めるアジア客の割合が増大しつつあり，

1990 年代の 6 割台から近年の 8 割台に伸びっている （表）。 

（３）訪日観光者の送出国（地域）別構成にも大きな変化があった。長い間に韓国と台

湾は，訪日客の最重要な送出国（地域）であったが，2015 年に中国からの観光客が 499.4

万人まで急増し，断然一位となった。同年では，訪日観光者規模の大きさ順で，中国，韓

国，台湾，香港，アメリカが上位 5 カ国（地域）となっている（図 2）。 

（４）1990 年代以降のトレンドとして，訪日観光者が総じて顕著に増加しているが，一
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本調子で伸び続けているわけではない。アジアを中心に重症急性呼吸器症候群（SARS）の

感染が拡大した 2003 年に，日本などの国で新型インフルエンザが流行した 2009 年に2，そ

して東日本大震災・放射能漏れ事故があった 2011 年に，訪日外国人客がいずれも急減した。

さらに，外交関係が緊張した時期も，同様な減少傾向が見られる。例えば，2010 年 9 月に

「中国漁船衝突事件」が発生した以降の数ヵ月間に，数多くの中国人訪日ツアーがキャン

セルされ，月間平均訪日者の数は事件発生前の半分以下に急減した（戴，2011）。また，2012

年以降，急激な円安効果でほとんどの国からの訪日観光客が急増したものの，領土問題な

どで冷え込んでいた日韓・日中関係の影響で，2013 年に，韓国からの観光客は小幅増にと

どまり，中国からの観光客は世論の訪日批判による圧力で前年より減少に転じた（図２）。 

 

図１  訪日外国人観光客規模の推移（1990 年～2015 年） 

 

（出所）日本政府観光局（JNTO, 各年）より作成。 

 

 

                                                  
2 2008 年のアメリカ発の世界金融危機による影響もあったと見られる。 
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表 2 訪日外国人観光客規模及びその地域別構成の推移（1990~2015 年） 

 

（出所）日本政府観光局（JNTO, 各年）より作成。 
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図 2   主要観光市場国（地域）別訪日観光客の推移（ 1990～ 2015 年）

 

（出所）日本政府観光局（JNTO, 各年）より作成。 

 

4.2 訪日中国人客急増の背景  

訪日中国人観光客が急増した背景には，次の要因があると見られる。 

（１） 中国の経済発展に伴い国民所得水準が上昇しつつあるとともに，不動産価格の

持続的な上昇による都市部住民の資産保有額も急速に増えている。所得水準と

保有資産の顕著な上昇による消費心理の変化と消費能力の増大は中国人客の

海外旅行を大きく促進している。 

（２） 中国人観光客に対する日本政府の入国管理政策の変化。中国人客の誘致と入国

ビザの緩和に関しては，2000 年に，両国政府間協定により，初の中国人訪日団

体観光旅行が実現した。2005 年に，訪日団体観光旅行のための査証発給対象地

域は，上海・北京・広東など一部の沿海省・市から中国全土へ拡大した。さら

に，2009 年 7 月に，北京市・上海市・広東省にある日本大使館・総領事館の査

証管轄地域の住民を対象に，日本への個人観光ビザの発給が開始された。2010

年 7 月に，これが中国全土に拡大されたと同時にビザ発給要件（観光ビザ申請
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者の所得水準制限など）も大幅に緩和された。そして，2015 年から，一部の高

所得層に「複数年複数回入国」の観光ビザを発行し始めている。 

（３） 円安効果。近年では，東アジアの主要観光市場国・地域（中国・韓国・台湾・

香港）通貨対米ドルの為替レートはいずれも上昇（または安定）しているが，

日本円対米ドルの為替レートは，世界金融危機以降一時上がった（円高になっ

た）ものの，2012 年から実施されたアベノミクスの「大胆な金融緩和」政策（3

つの矢の一つ）によって急落した（円安になった）。これに伴い，2015 年の日

本円対人民元の為替レートは，2012 年以前と比べ 4 割前後の大幅な円安になり

（図 3），日本における商品価格や交通・宿泊・飲食などのサービス価格も，人

民元で換算するとかなり安い水準になっている。 

（４） 在日中国人の架け橋としての役割が増大。日本在住の中国国籍者はすでに 60

万人を超えており，日本国籍への帰化者及びその二世・三世を含むと，在日中

国人は 100 万人以上にも達している（戴，2014）。両国の架け橋になっている

在日中国人は，居住地や日本全体に関する観光情報の提供者であるとともに，

その自身も中国人客の訪問対象になっている。中国人の訪日目的の中には，日

本における親族を訪問するほか，近年の同窓会ブームの影響で同窓・友人に会

うために来日する者もかなり増えている。 

（５） 中国社会の対日感情の理性化。国民の観光目的の訪日に対する中国社会の世論

は，日中関係に大きく影響されている。2012 年から，領土問題などで日中関係

が冷え込み，日本観光に対する世論の視線も一時非常に厳しくなったため，

2013 年の訪日中国人観光客は前年より減少に転じた。しかし，両国首脳会談（習

近平主席と安倍総理）の再開が実現した 2014 年 11 月以降，国民の日本観光に

対する世論の主流は，批判派から寛容派あるいは推進派へ大きく変わっている。 
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図 3 日本円（100 円）対人民元（RMB）の為替レートの変動（2010～2015 年） 

 

（出所）IMF (2016)より作成。  

 

今後の訪日中国人観光客規模の見通しに関して，不安定な状況が依然続いている両国

関係など政治要因による影響は無視できないが，観光立国戦略に伴う日本の観光関連各

界の官民一体の努力と中国の国民所得水準の持続的な上昇など内外の要因を総合的に

考えると，今後，たとえ外交摩擦や災害・流行病などによる一時的なショックがあって

も，沿海都市部の中高所得層を中心に訪日中国人客の規模はまだ大きく伸びる余地があ

り，2020 年前後に，訪日中国人客数が 1000 万人前後に達する可能性があると思われる。 

 

4.3 訪日観光客の国（地域）別消費額  

国別の観光市場の本当の規模と重要性を把握するために，国別訪日観光客の数だけで

なく，国別訪日観光客の消費額（旅行支出額）も比較しなければならない。図 4 と表 3

は，それぞれ，2015 年の国籍（地域別）観光客の一人当たり旅行支出額および国籍（地

域）別一人当たり旅行支出の費目別構成に関する観光庁の調査結果（観光庁，2016）を

示している。 
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 図 4 国（地域）別訪問客の旅行消費額（2015 年） 

 
（出所）観光庁（2016）「訪日外国人消費動向調査 2015 年年間値（確報）」 

 

表 3  国 籍 （ 地 域 ） 別 一 人 当 た り 旅 行 支 出 の 費 目 別 の 構 成 （ 2015 年 ）

 

（出所）観光庁（2016）「訪日外国人消費動向調査 2015 年年間値（確報）」 

 

図 4 と表 3 からは，次のことが分かる。 

（１）2015年の訪日外国人一人当たりの消費額（旅行支出）は，前年（15万1174円）比16.5%
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増の17万6167円と推計され，年間の平均値としては過去最高額となる。また，訪日外

国人旅行消費額は，前年（2兆278億円）比71.5増の3兆4771億円と推計され，こちらも

過去最高額となっている（図4） 

（２）訪日客の国籍・地域別消費額では，大きさ順で，中国・台湾・韓国・香港・米国が

上位5か国（地域）となっている。特に，中国国籍者の一人当たりの消費額が最も高く

なっており，その消費総額は2014年の5,583億円から2015年の14,174億円へ急増し，外

国人客消費総額の40.8%を占めている（図4）。 

（３）旅行消費額の費目別構成をみると，2013年まで第2位だった買物代は2014年から宿泊

費を上回って１位（構成比35.2%）に躍進している。2015年に，外客買物代（総額14,539

億円）は1位の座を守っているとともに，構成比はさらに41.8%へ上昇した（表3）。 

（４）国籍・地域別一人当たり旅行支出の費目別構成では，2015 年に，中国人客の買物代

が 161,973 円と非常に突出している。その結果，中国人客の買物代総額は 8,088 億円に

達しており，訪日外国人客の買物代総額（14,539 億円）の約 56%も占めている。 

2014 年に，訪日中国人観光客数はまだ国（地域）別の第 3 位にとどまったものの，訪日

中国人観光客の旅行消費総額はすでに国別第１位になり，実質的に韓国・台湾を超えた最

大な観光市場となった。さらに，2015 年に訪日中国人観光客数と訪日中国人観光客の旅行

消費総額のいずれも国別１位になったので，中国は名実とも日本最大の観光市場国になっ

ている。 

 

5．訪日中国系客の旅行先分布と影響要因：宿泊統計に基づく分析 

5.1 訪日外国人客全体と中国人客の都道府県別分布の特徴 

本節では，観光庁の「宿泊旅行統計調査」における外国人延べ宿泊者数データを用いて，

訪日外国人客全体と中国人観光客の旅行先分布の特徴を考察する。表 4a と表 4b は，2015

年アジアの 8 つの主要市場（韓国，中国，台湾，香港，シンガポール，タイ，マレーシア，

インド）からの訪日客の都道府県別宿泊分布を示している。表 5a と表 5b は，2015 年欧米

7 国からの訪日客の都道府県別宿泊分布を示している。また，表 6 は 2015 年地域別外国人

訪問客における中国人客の割合を，表 7 は訪日外国人客全体の宿泊先分布の変化（2010～

2015 年）を示している。この 6 つの表からは，次の特徴が読み取れる。 

(1) 訪日アジア観光客と欧米観光客の旅行先分布はいずれも東京圏と関西圏に顕著に集中

しているが，アジア観光客の旅行先分布構造は相対的に分散的に見える。東京圏と関
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西圏のほか，富士山（日本の象徴）周辺数県（中部の愛知，静岡，山梨）や独特の自

然環境を有する北海道（雪国）・九州（温泉・火山・海）・沖縄（海とビーチ）の一部

の県もアジア観光客の人気旅行先となっている（表 4b，表 5b）。 

(2) 関西圏は，アジア観光客と欧米観光客のどちらにとっても，東京圏に次ぐ 2 番目に重

要な旅行先であるが，欧米客は文化古都京都を，アジア客は買い物と国際交通が便利

な商業都市大阪をそれぞれ選好している（表 4a，表 5a）。 

(3) 出発地によって，旅行先分布構造がかなり違う。雪国の体験がほとんどない低緯度諸

国・地域（シンガポール，台湾，香港，マレーシア，タイ）の観光客にとって，北海

道の人気度は関西圏並みであるが，九州に近い韓国の観光客にとって，九州の人気度

は関西圏ないし東京圏を上回っている。また，中国人観光客の場合，先行研究で指摘

されたように，日本を代表する有名地を選好する傾向が強く，東京圏，大阪圏，およ

び富士山周辺数県が最初から三大人気旅行先となっている（表 4a，表 4b）。 

(4) 都道府県・地域によって，各国の（観光市場として）の重要度がかなり違う。日本全

体や三大都市圏を中心とする地域（関東，近畿，中部）にとっては，中国が最重要な

市場になっているが，沖縄，北海道，東北，北陸，四国にとっては台湾が最重要な市

場で，九州や中国地方にとっては韓国が最重要な市場となっている（表 6）。 

(5) 近年では，九州を訪問する外国人観光客数は増加しつつあるが，2015 年に訪日外国人

観光客全体に占める九州訪問客の割合はまだ 8.4％程度にとどまっている（表 7）。 

 

表 4a アジア 8 カ国出身観光客の延べ宿泊者数の地域別分布（％，2015 年） 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」の 2015 年データにより作成。 
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表 4b アジア 8 カ国出身観光客の延べ宿泊者数の都道府県別分布（％，2015 年） 

 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」の 2015 年データにより作成。 
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表 5a 欧米 7 カ国出身観光客の延べ宿泊者数の地域別分布（％，2015 年） 

 

表 5b 欧米 7 カ国出身観光客の延べ宿泊者数の都道府県別分布（％，2015 年） 

 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」の 2015 年データにより作成。 
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表 6 地域別外国人観光客全体における中国人客の割合（2015 年） 

 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」の 2015 年データにより作成。 

 

表 7 訪日外国人客全体の宿泊先分布の変化（2010-2015 年）    

 

 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」の 2015 年データにより作成。 
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5.2 訪日中国系客の旅行先分布の影響要因 

では，近年の訪日中国人観光客の旅行先分布（全体の平均的な旅行先選択行動）は，ど

の要因に規定されているか。前述したように，旅行先選択行動に関する研究において，所

用データの性格で大ざっぱに区分すると，主にミクロデータに基づく分析と集計データに

基づく分析の 2 種類の研究がある。本章では，2015 年の都道府県別外国人客延べ宿泊数統

計（集計データ）を用い，式（１）と式（２）で表示される回帰モデル（修正グラビティ・

モデル）に基づいて，中国（本土）・香港・台湾からの訪日中国系客の旅行先分布の影響要

因を分析する。 

 

Ｍ ij =  a0 + a1Tsalej + a2Dsnowj + a3Nbldj + a4NIairj + a5TDij + εj               

…（1） 

Ｍ ij =  a0 + a1GRPj + a2Dsnowj + a3Nbldj + a4NIairj + a5TDij + εj               

…（2） 

ここで， 

Ｍij （被説明変数）：出発地 i から地域 j （都道府県）への訪問客年間延べ宿泊者数（2015

年データ，観光庁「宿泊旅行統計調査」より） 

Tsalej：地域 j （都道府県）の商業繁華度を示す年間小売業商品販売総額（2012 年デ

ータ，『日本統計年鑑 2015』より） 

GRPj ：地域 j （都道府県）の経済規模（1 人当たり所得水準×人口規模）を反映す

る地域総生産（2012 年データ，『日本統計年鑑 2015』より） 

Dsnowj  ： 地域 j の年間降雪量（2015 年データ， より） 

Nbldj：地域 j （都道府県）における国指定文化財・建物の数（2012 年データ，『日本

統計年鑑 2015』より） 

NIair j ：（旅行先と出発地の間の国際交通の利便性を示す）地域 j （都道府県）の年間

国際航空便の乗降客数（2015 年データ，国交省 2016 年公表資料より） 

TDij ：出発地から旅行先までの時間距離（国際航空便での交通時間＋到着後の国内交

通の時間）。 

εj   : 誤差項 

ただし，GRPj （地域総生産）と Tsalej（地域の年間小売業商品販売総額）の両変数

の間に強い相関関係が存在しているので，両変数を別々のモデル（モデル（１）とモ



 
 
 

22

デル（２））に投入して分析を行った。 

表 8 と表 9 は，2015 年の都道府県別中国本土客・香港客・台湾客の延べ宿泊者数（被

説明変数）に対して，地域特性を主な説明変数とする 2 つの回帰モデルで検証した分析

結果を示している。両表からは，次の結論が得られる。 

（１）旅行先の地域総生産と年間商品販売総額は，それぞれ旅行先の経済規模と商業繁華

度を示す変数であり，別々のモデルに基づいた分析結果によると，両変数は，いずれも

被説明変数「延べ宿泊者数」に顕著なプラスの影響を与えている。買い物を重視する中

国系観光客にとって，旅行先の経済発展水準と商業繁華度が高いほど，旅行先のの魅力

度も高くなる，という関係が示されている。また，台湾客・香港客と比べ，中国本土客

の場合，この両変数の影響がより顕著になっている。 

（２）旅行先の国際交通利便性を示す国際航空便年間乗降客数も，被説明変数「延べ宿泊

者数」に顕著なプラスの影響を与えている。ただし，台湾客・香港客と比べ，団体客が

主流で大型空港を選好する中国本土客の場合，この変数の影響がより顕著になっている。 

（３）旅行先の年間降雪量は，被説明変数「延べ宿泊者数」に対して，プラスの影響を与

えている。ただし，中国本土客と比べ，雪国の景色を常住地でほとんど体験できない台

湾客・香港客の場合，この変数の影響がより顕著になっている。 

（４）旅行先までの時間距離は，被説明変数「延べ宿泊者数」に顕著なマイナスの影響を

与えている。ただし，中国本土客と比べ，時間の節約をより重視するとみられる台湾客・

香港客の場合，この変数の影響がより顕著になっている。 

（５）旅行先の歴史名勝旧跡の数を示す国指定文化財（建物）の数という変数は，被説明

変数「延べ宿泊者数」に対して，総じて統計的に有意な影響を与えていない。これは，日

本の伝統文化都市における東洋的な名勝旧跡が，（類似するものを見る機会の多い）中国系

観光客にとってそれほど魅力的ではないという現象を反映しているが，京都などの伝統文

化都市におけるホテルの平均価格が周辺の商業都市より高い，という要因も影響している

かもしれない。 

以上の分析結果は，宿泊統計という集計データに基づいたものであり，日本を訪問する

中国本土客，台湾客，香港客の旅行先選択行動の全体像（平均像）を反映しているといえ

る。ただし，個人旅行の訪日客の増加に伴い，訪問目的と旅行先選択行動は多様化しつつ

ある。次の章では，中国系訪日客を対象とするアンケート調査で得られた個票データ（ミ

クロデータ）に基づいて，中国系客の旅行先選択行動による個人属性の影響を分析する。 
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表 8 都道府県別中国系客延べ宿泊数（被説明変数）の影響要因：A （2015 年） 

 

（出所）著者の分析結果により作成。 

表 9 都道府県別中国系客延べ宿泊数（被説明変数）の影響要因：B （2015 年） 

 

（出所）著者の分析結果により作成。 
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6.  訪日中国系客の旅行先選択行動：アンケート調査に基づく分析 

 

6.1. 分析手法 

観光客の旅行先に対する選択行動は，第 5 章で分析されたように旅行先の地域属性に大

きく左右されているが，旅行者の個人属性にも影響されると考えられる。本章では，訪日

中国本土客・香港客・台湾客を対象に実施した AGI アンケート調査で得られた個票データ

（第 3 章を参照）とロジットモデルに基づいて，彼らの旅行先選択行動に与える旅行者個

人属性の影響を検証する。 

本研究で用いられたロジットモデル（ロジスティック回帰モデルとも呼ばれている）は，

以下のような形式である。 

 

Pr(yi =1 | xi) = exp(αi +β'Xi)／(1 + exp(αi +β'Xi) )             …(3) 

 

ここで，�は旅行者の個人属性を示す諸変数（X1，X2，…Xn），P は（Xi に対応する）発

生確率，α と β はパラメータである。138 名の旅行者（有効回答があった調査対象）の個

人属性は，表 10a と表 10b に示されている。 
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表 10a アンケート調査における訪日旅行者個人属性の基本統計量
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表 10b アンケート調査における旅行者個人属性の基本統計量 （続き）

 

（出所）著者(AGI アンケート調査より作成)。 
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6.2 九州への訪問回数に対する旅行者個人属性の影響 

 表 11 は，九州への訪問回数に対する訪問者個人属性の影響に関する分析結果を示して

いる。同表からは，次の結論が読み取れる。 

（１） 中国（本土）・香港・台湾の旅行者の訪九回数に対して，個人の訪日回数がプラス

かつ統計的に有意な影響を与えている。すなわち，訪日回数が多いほど，訪九の確

率と回数も増える。これは，訪日中国系リピーター客の旅行先が東京圏をはじめと

する三大都市圏から徐々に九州を含む地方圏へ拡大していく傾向を反映している

と思われる。 

（２） 中国（本土）・香港・台湾の旅行者の訪九回数に対して，個人の年間所得がマイナ

スかつ統計的に有意な影響を与えている。これは，やや意外な結果であるが，日本

のほかの地域への訪問者と比べ，地理位置的に近く交通・宿泊費用も低い九州を訪

問する旅行者の所得水準が相対的に低い，という実態を反映していると考えられる。 

（３） 中国（本土）・香港・台湾の旅行者の訪九回数に対して，性別や職業などほかの個

人属性は，統計的に有意な影響を与えていない。 

 

表 11 訪問者個人属性による訪九（九州）回数への影響 

 

（出所）著者の分析結果により作成。 
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6.3 九州を初の訪日旅行先とした選択行動に対する旅行者個人属性の影響 

表 12 は，九州を初の訪日旅行先とした選択行動に対する個人属性の影響に関する分析結

果を示している。同表からは，次の結論が読み取れる。 

（１）九州を初の訪日旅行先とした選択行動に対して，（台湾客と比べ），香港ダミー（旅

行者が香港人であること）が有意なプラスの影響を与えているが，中国（本土）ダミ

ーは，有意な影響を与えていない。すなわち，台湾客と中国（本土）客よりも，香港

客が九州を初の訪日旅行先として選択する確率が高い。国際都会香港からの旅行者は，

地理的に近いし自然環境も美しい九州の魅力を中国（本土）客・台湾客以上に評価し

ているかもしれない。 

（２）九州を初の訪日旅行先とした選択行動に対して，個人の年間所得がマイナスかつ統

計的に有意な影響を与えている。これは，九州訪問回数に関する分析結果と同様であ

るが，九州以外の地域を選択した旅行者と比べ，旅行費用の低い九州を選択した旅行

者の所得水準が相対的に低いという実態を反映していると思われる。 

 

表 12 九州を初の訪日旅行地とした選択行動に対する個人属性の影響 

 

（出所）著者の分析結果により作成。 
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6.4 福岡空港を選択した行動に対する旅行者個人属性の影響 

中国本土・香港・台湾からの訪日客は，空路の直便または経由便で九州に入る場合，主

に福岡空港（九州の中枢港）および佐賀空港・長崎空港・北九州空港・大分空港を利用す

る。九州の中枢空港としての知名度および総合的な利便性を持つ福岡空港に対して，佐賀

空港など一部の空港は，LCC（格安航空会社）の積極誘致などによって，低コストの航空

輸送サービスを提供している。異なる特徴と魅力を有する九州の空港についての旅行者の

選択行動に対して，旅行者の個人属性がどのように影響しているか。表 13 からは，次の結

論が読み取れる。 

（１）福岡空港を選択した場合，旅行者の年間所得がプラスかつ統計的に有意な影響を与

えている。すなわち，佐賀空港などほかの九州空港と比べ，福岡空港は，所得水準が

相対的に高い旅行者たちに選好されている。 

（２）福岡空港を選択した場合，福岡県訪問者ダミーと宮崎県訪問者ダミーがプラスかつ

統計的に有意な影響を与えているが，佐賀県訪問者ダミーと大分県訪問者ダミーがマ

イナスかつ統計的に有意な影響を与えている。すなわち，ほかの属性が同じであれば，

福岡県と宮崎県を訪問する旅行者は福岡空港を選好することに対して，佐賀県と大分

県を訪問する者は福岡空港以外の空港（佐賀空港など）を選好するようになっている。

これは，最近の九州の空港を巡る中国（本土）・香港・台湾の訪日客の利用実態を反映

していると思われる 

（３）福岡空港を選択した場合，性別などほかの個人属性は，統計的に有意な影響を与え

ていない。 

 

ミクロデータに基づいた分析から得られた本章における以上の結論は，概ね中国（本

土）・香港・台湾からの訪日客の最近の旅行先選択行動を反映していると考えられるが，

①調査のサンプル数は相対的に少ないこと，②調査期間は 11 月―2 月に限定しているこ

と，という調査の性格を注意していただきたい。 
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表 13 福岡空港を選択した行動に対する個人属性の影響  

 

（出所）著者の分析結果により作成。 

 

 

7. 結び 

 

7.1 本研究の主な分析結果 

本研究では，政府統計データ（集計データ）と AGI アンケート調査データ（ミクロデ

ータ）及びそれに対応する統計分析手法に基づいて，中国系を中心とする訪日アジア観光

客の旅行先選択行動の特徴，異同と影響要因を分析した。主な分析結果は次の通りである。 

（１）日本政府の「観光立国」戦略の実施によって，最近の 10 数年間に，訪日外国人観光

客が増加しつつある。外国人客の国・地域別構成では，アジア客の割合は 1990 年代の 6

割台から近年の 8 割台に上昇している。そのうち，中国（本土），韓国，台湾，香港が上位

４国・地域となっている。 

（２）三大都市圏や北海道など一部地域のインバウンド観光産業が好調を続けているが，

九州など多くの地方圏の現状はまだ楽観できるものではない。北九州を含む九州では，三

大都市圏や北海道と比べ，最大の観光市場東アジアに近いにもかかわらず，宿泊ベースの

統計では，2015年に訪日外国人客全体に占める訪九客の割合は 1割未満にとどまっている。 
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（３）観光庁の宿泊統計データと修正重力モデルに基づく分析によると，中国，台湾・香

港からの観光客の旅行先分布は，旅行先（都道府県）のの魅力的な地域特性（経済発展水

準・商業繁華度，魅力のある自然景観）や観光客出発地と旅行先の間の連結要因（国際交

通の利便性，時間距離），などの要因に強く影響されている。 

（４）中国系客（中国本土客・香港客・台湾客）の旅行先選択行動は，旅行者の個人属性

にも大きく影響される。AGI アンケート調査で得られた個票データとロジットモデルに基

づいた分析結果によると，①中国・香港・台湾の旅行者の訪九回数において，訪日回数が

多いほど，九州訪問の確率と回数も増える。ただし，九州以外地域への訪問者と比べ，中・

台・香港に近く旅行コストも低い九州を訪問する旅行者の所得水準が相対的に低い実態を

反映し，個人の所得水準は訪九回数にマイナスの影響を与えている。⓶九州を初の訪日旅

行先とした選択行動においても，ほかの属性が同じであれば，所得水準の低い旅行者がよ

り九州を選好している。一方，（台湾客や中国本土客と比べ），香港客が（自然環境の美し

い）九州を選択する確率がより高い。③ほかの九州空港と比べ，福岡空港は，所得水準の

高い旅行者に選好されている。特に，福岡県・宮崎県の訪問者が福岡空港を選好している。 

7.2. 九州のインバウンド観光推進戦略への提言 

 中国系の旅行先選択行動に関する分析結果を踏まえ，九州のインバウンド観光を推進す

るためには，次の対策が特に重要と思われる。 

（１）効果のある PR 方法を工夫し，九州の地域知名度を上げる。 

国際旅行の旅行先選択行動において，目的地の知名度は常に決定的な影響を与えている。

三大都市圏と比べ，九州など地方圏の国際知名度はまだかなり低い（戴，2016）。九州への

インバウンド客を増やすために，アジアをはじめ，海外市場における九州の知名度を上げ

なければならない。まず「日本の九州」でしか見られない・体験できないこと（例えば，

熊本の阿蘇活火山，別府の温泉群，北九州のエコタウン，九州各地の多彩な祭り）および

九州の美しい自然環境をキーワードーに，魅力の高い観光広告を考案する必要がある。そ

して，効果的な PR を行うためには，訪九客の多くが訪日リピーターであることを考える

と，三大都市圏の空港，駅，人気観光スッポートおよびこれら地域の関連ホームページで，

九州の魅力を PR する広告を出すことは重要であろう。また，九州在住の外国出身者（特

にインターネットや LINE のような無料 SNS＝Social Network Service などを通じて頻繁に

日本や九州に関する情報を出身国へ発信する留学生）を地元の国際観光大使として活用す

べきである。日本・九州と諸外国間の未来関係の構築・発展における留学生のかけ橋とし
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ての役割を考えると，九州地域は，留学生の受入れ規模の拡大にさらに力を入れる必要が

ある。 

なお，PR 策として，北海道の例は参考に値する。中国語圏諸国・地域における北海道の

知名度急増のきっかけは，中国（本土）・台湾・シンガポール・香港の著名な俳優が共演す

る人気映画のロケ地となったことであるが，九州には，アジアの低緯度国観光客に好かれ

る雪国風景こそがあまりないものの，温泉・海・山のほか，東アジアの近代史を語るとき

に欠かせない「日清講和の会場遺跡」（下関の「日清講和記念館」）や古代中国から日本へ

の壮大な人的交流を想像させる「徐福上陸遺跡」（例えば佐賀の「徐福長寿館」）などがあ

り，各ジャンルの映画・ドラマのロケ地になり得るところがかなり多い。九州を舞台とす

るアジア映画・ドラマの撮影チームに，ロケ地の提供などについて協力すれば，予想以上

の PR 効果が得られる可能性がある。本稿や先行研究で分析したように，日本における一

般的な歴史建造物など歴史文化系観光資源に対する中国系客・アジア観光客の関心度は，

欧米観光客ほど高くない。しかし，映画・ドラマ（特に観光客出身国と関連するもの）の

ロケ地などになれば，単純な歴史建造物にストーリと親近感が加わり，当該地域の知名度

と魅力がともに大きく上昇すると考えられる。 

（２）中国系をはじめとするアジア客の根強いお土産文化とショッピング需要に沿って，

買い物しやすい環境を整備する。今後，九州各地で日本製の人気商品と九州の地域特色を

反映できる観光記念品を集中的に購入できる商業施設の増設，およびこれら施設の効果的

な運営が必要である。また，海外の金融機関と提携し，中国の「銀聯」カードなど外国ク

レジットカードが利用できる施設を増やす必要がある。 

（３）「爆買い」旅行から体験型旅行へ変化しつつある流れに沿って，多くのアジア客に九

州で長く滞在してもらうために，九州の独特な観光資源と美しい自然環境および低い人口

密度・低い滞在コストなどの地域特性を活かして，九州修学旅行，ホームステー，九州グ

ルメ―めぐり，スポーツ合宿，医療観光，など体験・滞在型観光の海外市場を積極的に開

拓し，魅力の高い観光拠点・観光コースを造成する。ただし，滞在・体験型観光客の大幅

な増加を見据え，文化・慣習の違いなどに起因する観光客と地元住民間の摩擦の増加への

対応も強化しなければならない。 

（４）今後の国際観光客のさらなる増加（特に個人客の急増）及び中小都市や農村地域を

訪問する客の増加を見据え，福岡空港の中枢港機能と対応能力を強化するとともに，地方

空港への LCC（格安航空会社）の誘致と国際航路の増設を推進する。また，空港から九州
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各地への移動時間を短縮させるとともに，九州圏交通ネットワークの利便性を中国など主

要観光市場国へ PR することも重要である。 

（５）地域からの発信・PR 効果を上げるために，地域内の WiFi 環境の整備を重視する。

スマートフォンの普及および中国語圏における WeChat（6 億人以上の利用者を擁す世界最

人気 SNS）ブームの影響で，中国系をはじめとするアジア系観光客にとって，旅行は家族

や友人との情報共有活動となり，旅行先や宿泊先の WiFi 環境がほぼ必須となっている。

九州地域においては，まだ十分に整備されていないとことが多く，早急の対応が必要であ

る。 

（６）旅行者属性別の観光行動に沿って，観光市場を細分化して効果的に開拓する。 

訪日アジア客の半分近くは中国系客となっているが，中国系客は，香港，台湾，中国本

土…などかなり異なる地理位置・文化背景・所得水準の地域から来ているし，個人属性（教

育・職業・性別・年齢など）も違う。香港客，台湾客，中国本土客別の個人属性別の旅行

行動をさらに比較・分析することによって，この 3 つの重要市場からの旅行者の国際旅行

行動の違いと影響要因を観察できるとともに，最大市場の中国本土の今後の動向を先読み

することも可能である。旅行者の訪日形態が「団体観光が中心」から「個人観光が中心」

への転換に伴い，観光市場を細分化して効果的に開拓する必要がある。 

 

観光庁の発表によると, 2016 年に日本を訪問した外国人客が 2400 万人を超え, 2015 年

の 2000 万人弱から 20％の大幅増となった（観光庁，2017）。国際観光市場を取り巻く環境

の変化と近年訪日外国人客の増加トレンドを踏まえ，日本政府は訪日外国人客の人数目標

を引き上げ，「2020 年に 4000 万人に，2030 年に 6000 万人とする」ことを決めている（日

本政府，2016）。挙国体制で「観光立国」戦略が推進されているなか，上述した対策を実施

すれば，九州を訪問する中国系客を始めとする外国人客の規模はますます拡大していく可

能性が高いと期待できる。ただし，注意すべきは，過去の動向からわかるように，中国な

どからの訪日観光客の規模は，外交の摩擦や（大地震など）突発事件に大きく影響されて

きた。好調なインバウンド観光産業の持続的な成長を確保するためには，各分野の人的国

際交流と相互理解を引き続き推進するとともに，突発事件に対する危機管理と善後対応を

重視しなければならない。 
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付録 

 

付録図１ 世界各国（地域）への外国人訪問者数（万人）（2015 年，上位 40 位） 

 

（出所）世界観光機構（UNWTO），日本政府観光局（JNTO） 
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付録図 2 世界各国（地域）への外国人訪問者数（万人）（2012 年，上位 40 位） 

 

（出所）世界観光機構（UNWTO），日本政府観光局（JNTO） 
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